
平成２８年９月２６日

高知県産業振興推進部中山間地域対策課

～集落活動センターの量的拡大と質的向上に向けて～

１

金高堂書店でＰＲ！

えいとこ 検索
郷地区集落活動センター「奥四万十の郷」

みんなが主役 地元南国市産
の桃を使用！
「ももアイス」
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中
山
間
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域
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す
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が
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全
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活
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に
つ
な
が
り
ま
す
！

高知県は、中山間地域が県土の９割以上を占めています。本県の強みである自
然や食を生み出している中山間地域の再生なくして県勢浮揚はなし得ません。

そのため、高齢者の暮らしを守り、若者が住み続けられる中山間地域の実現に
向けて、県庁の総力をあげ、地域の皆様と一体となって、全力で取り組んでいま
す。

高知県知事
尾﨑 正直

産業面では、産業振興計画の「成長戦略」を第一層、「地域アクションプラ
ン」の取り組みを第二層、さらには、こうした取り組みが届きにくい小規模な集
落などを対象にした「集落活動センター」の取り組みを第三層とした、三層構造
の政策群で県内をあまねくカバーし、しっかりと各層の取り組みを連携させ、ス
テップアップしていくことで、中山間地域の持続的な発展を目指していきます。 ３



真っ先に人口減少・高齢化社会に突入した高知県

10.5%減

経済規模の縮⼩
若者の県外流出
経済規模の縮⼩
若者の県外流出

過疎化・⾼齢化の
同時進⾏

過疎化・⾼齢化の
同時進⾏

中⼭間地域の衰退中⼭間地域の衰退

少⼦化の加速

特に

さらなる
人口減少の危機！

人口減少の
負のスパイラル
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高知県が15年先行

▽人口自然増減数（全国と本県との比較）

出典：人口動態調査（厚生労働省）、人口移動調査（高知県）
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▽老年人口の割合（全国と本県との比較）

高知県が10年先行

●高齢化がさらに進行

●人口が全国に15年先行して自然減

出典：日本の都道府県別将来推計人口（H25.3）（国立社会保障・人口問題研究所）
※Ｈ１７及びＨ２２の数値は国勢調査のデータ

（１）人口減少の負のスパイラルに立ち向かう
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真っ先に人口減少・高齢化社会に突入した高知県
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中⼭間地域の衰退中⼭間地域の衰退

少⼦化の加速

特に

さらなる
人口減少の危機！

人口減少の
負のスパイラル
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出典：日本の都道府県別将来推計人口（H25.3）（国立社会保障・人口問題研究所）
※Ｈ１７及びＨ２２の数値は国勢調査のデータ

▽県全体と県内中山間の人口の推移（昭和35年と平成22年の比較）

出典：平成23年高知県集落調査

●少子化が加速

S35 H22 S35→H22減少率

高知県全体 854,595人 764,456人 10 .5%減

中山間地域 537,327人 311,790人 42 .0%減

●特に中山間地域では過疎化が進む

14歳以下の人口減少が続く

▽高知県の年齢３区分別人
口
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⼀⼈当たり県⺠所得
【平成20年度】 220.4万円（全国平均の79.5%）
【平成24年度】 225.2万円（全国平均の81.8%）

真っ先に人口減少・高齢化社会に突入した高知県

「人口減少の負のスパイラル」のダメージが県経済の様々な面に表れる

▽高知県の年間商品販売額の推移

（億円）

10年間で２割減少

●本県の経済規模はどんどん減少

６



0.30 

0.50 

0.70 

0.90 

1.10 

1.30 

H12年1月 H13年1月 H14年1月 H15年1月 H16年1月 H17年1月 H18年1月 H19年1月 H20年1月 H21年1月 H22年1月 H23年1月 H24年1月 H25年1月 H26年1月 H27年1月 H28年1月

全国

高知県

四国

今は、全国と同じ様に上がってきつつあります

●景気の回復の波に乗れず全国平均等に大きく引き離される状況が続いてきました
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産業振興計画

H2 H4             H6              H8             H10 H12            H14            H16             H18            H20           H22             H24            H26 H28

産業振興計画
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参考
将来展望
社人研準拠

このまま何もしなければ・・・

自然減の縮小や社会増に
向けた一連の対策の実施

（※）

（※）県民の皆様の結婚や出産に関する希望を10年前倒しして実現した場合の人口水準

万人

《将来展望》 2040年：1,000⼈の社会増
［現状（2015年）:2,278⼈の社会減］

《将来展望》 2040年:2.07、2050年:2.27
［現状（2015年）:1.50］

●「地産」の強化 ●「外商」の強化
●「地産」「外商」の成果を「拡⼤再⽣産」につなげる

●県内⾼校⽣等の県内就職の促進 ●県外からの移住促進

●ライフステージの各段階に応じた切れ⽬ない少⼦化対策の推進
●⼥性が多様なライフステージを通して働き続けられる環境づくり

●中⼭間地域での⼩さな拠点（集落活動センター、あったかふれあいセンター）の
整備促進

●コンパクトな中⼼部と⼩さな拠点を衛星としたネットワークの形成

・雇⽤の創出 Ｈ28〜31：4,000⼈
・各産業分野における産出額等の増加

etc.）県外観光客⼊込数 Ｈ31：435万⼈

《将来展望》
2060年：約557千⼈
※国の推計の390千⼈の約140％に相当
[現状(2015年):728千⼈]

〇⼈⼝構造が若返る
年少⼈⼝割合は2020年から、
⽣産年齢⼈⼝割合は2045年から
上昇に転じる

希望をかなえる
「結婚」「妊娠・出産」「⼦育て」

若者の定着・増加 出⽣率の向上⼈⼝の増加

Ｃ 特に、出⽣率が⾼い傾向にある
中⼭間地域の若者の増加

[出⽣率］「⼈⼝動態保健所・市区町村別統計（平成20年〜24年）」

⾼知市：1.35
中⼭間地域 ：四万⼗町1.68、⼟佐町1.61

津野町1.60、芸⻄村1.56

地産外商により安定した雇⽤を創出する基本⽬標１

新しい⼈の流れをつくる基本⽬標２

若い世代の「結婚」「妊娠・出産」「⼦育て」の希望を
かなえる、⼥性の活躍の場を拡⼤する基本⽬標３

若者の県外流出の防⽌
県外からの移住者の増加

Ｂ

地産外商により
雇⽤を創出する

A

コンパクトな中⼼部と⼩さな拠点との連携により⼈々の
くらしを守る基本⽬標４

数値⽬標
・雇⽤の創出 H21〜26：5,491⼈
・有効求⼈倍率
Ｈ21.1：0.43倍 → Ｈ28.4：1.07倍

これまでの成果

・平成31年に社会増減をゼロにする
<H21〜27の平均（Ｈ22を除く）：▲1,966⼈>

数値⽬標 【社会増減の均衡に向けたＨ31のＫＰＩ】
・⾼校⽣の県内就職率 75％（Ｈ27.3：62.3％）
・専⾨学⽣の県内就職率 80％（Ｈ27.3 ：77.8％）
・県内⼤学⽣の県内就職率 42％（Ｈ27.3：35.2％）
・県出⾝県外⼤学⽣のＵターン就職率 30％（Ｈ27.3 ：15.9％）
・県外からの移住者数 1,000組（Ｈ27：518組）※Ｈ23：120組

・平成31年の合計特殊出⽣率 1.61 
<H26:1.45>

数値⽬標

県⺠の皆様の希望をかなえるために県⺠の皆様の希望をかなえるために
設定した2050年の2.27の達成に向
けた中間⽬標として設定

【⽬標達成に向けたＨ31のＫＰＩ】
・理想の⼦どもの数と現実に持ちたい⼦どもの数の上昇と差の縮⼩

（Ｈ26：理想2.58⼈・現実2.17⼈)
・平均初婚年齢の年齢低下（Ｈ26：夫30.6歳、妻29.4歳）
・⾼知家の⼥性しごと応援室における就職率60％（Ｈ26：53.7％）
・ファミリー・サポート・センターの設置市町村数13市町村（Ｈ26：1市)

・平成31年度末の集落活動センターの開設数 80か所 など
<Ｈ27：26か所>数値⽬標

A

Ｂ Ｃ

産
業
振
興
計
画
に
よ
り
推
進

過去最⾼

人口減少の負のスパイラルの克服に向けた高知県の取り組み
人口減少の負のスパイラルを克服することが県政における最大の課題です。この克

服に向け、「高知県まち・ひと・しごと創生総合戦略」に、2060年の本県の人口を約55

万7千人に踏みとどまらせ、将来的な人口の若返りと人口増への転換を目指すという

『高知県人口の将来展望』を掲げて取り組みを全力で進めています。

⾼知県まち・ひと・しごと創⽣総合戦略＜平成28年度版＞の構造⾼知県まち・ひと・しごと創⽣総合戦略＜平成28年度版＞の構造 次の４つの「基本⽬標」の達成に向けた対策を連続的に講じることで、「若者の定着・増加」と「出⽣率の向上」に
向けた良き好循環を⽣み出していきます。基本⽬標１と２は「産業振興計画」により推進します。

これ以外にも、定量的に把握できないものの観光振
興や地産外商の拡⼤による雇⽤創出が⾒込まれる

高知県人口の将来展望

Ｄ

Ｄ
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県が定量的に把握できているものだけでも以下
の雇用を創出。これ以外にも、観光振興等により
多くの雇用創出が見込まれるところ

〇地域アクションプラン(H21～H26) ：1,074人
〇企業立地(H21～H27.7月) ：1,970人

［フル操業時の雇用創出計画値］

〇設備投資促進事業(H24～H26) ： 77人
〇成長分野育成支援事業(H21～H26)  ： 133人
〇第一次産業の新規就業者(H21～H26)：2,092人

［農業1,337人、林業493人、水産業262人］

〇その他※

(次世代施設園芸団地,木質バイオマス発電所等)：145人
※今後の計画を含む
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産業振興計画

178  444 
1,327
（3.41）

2,603
（7.68）

3,333
（12.35）

4,393
（16.06）

6,555
（20.79）

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

外商の成約件数（単位：件）
※（ ）は成約金額（単位：億円）

約37倍に増加！

H28年4⽉には
過去最⾼の1.07倍に

ものづくり地産地消・外商センターの
⼀貫サポートにより外商が⼤きく前進

防災関連産業が
新たな産業として⼤きく成⻑

約16倍に増加！

約40倍に増加！

防災関連登録製品の販売額（単位：億円）

センターの外商⽀援による受注⾦額（単位：億円）

地産外商公社等のサポートにより
外商が⾶躍的に拡⼤

各分野で地産外商が大きく前進・移住者も大幅増加 ［表１］

地産外商の拡大などにより新たな雇用が増加 ［表３］

産業振興計画

有効求人倍率

出典：高知県「県民経済計算報告書」

出典：厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」

各分野で地産外商が⼤きく進み ［表１］、⻑年にわたって、⽣産年齢⼈⼝の減少に連動する形で減
少傾向にあった各分野の産出額等が上昇傾向に転じてきました ［表２］。
また、各分野で多くの雇⽤が⽣まれ［表３］、有効求⼈倍率は過去最⾼を更新するなど、経済全体とし

ても良い⽅向に向かっているものと⾒られます ［表４］。

経済全体は良い方向に向かっている ［表４］

（千人）

出典：高知労働局（労働市場月報）

各分野の産出額等が上昇傾向に転じる（上昇傾向に力強さが欠ける分野も） ［表２］

産業振興計画

生産年齢人口が減少を続ける中でも、

各分野の産出額等が上昇傾向に転じる

長年の減少傾向
（たとえば農業産出額はH5、製造品

出荷額等はH7から右肩下がり）

被雇用者数

これまでの産業振興計画の取り組みによる成果等

★業況判断Ｄ．Ｉ．も全国と同じように上がりつつあります。

億円

パーセント

県民所得

各分野の主な指標における

を１とした増減率

原木生産量

県外観光客入込数

水産加工出荷額

観光総消費額

製造品出荷額等

木材・木製品製造業出荷額等

農業産出額

Ｈ18

Ｈ18

県外からの移住者も⼤幅に増加

約４倍に増加！

有効求人数

沿岸漁業生産額

有効求職者数

食料品製造業出荷額等

点線は見込値
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★県外観光客⼊込数は3年連続で400万⼈台に！
★観光総消費額は4年連続（H24〜27）で1000億円台に！

県外観光客⼊込数
(単位：万⼈、左側⽬盛)

観光総消費額
(単位：億円、右側⽬盛)

400万⼈観光が定着
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産業振興計画

（２）第３期高知県産業振興計画

９



2,039 

▲ 502
▲ 1,154 ▲ 1,495

▲ 3,203
▲ 4,251▲ 4,640▲ 4,876 ▲ 4,978 ▲ 4,968▲ 6,000

▲ 5,000
▲ 4,000
▲ 3,000
▲ 2,000
▲ 1,000

0
1,000
2,000
3,000

Ｃ

地産外商により
雇用を創出する

A

若者の県外流出の防止
県外からの移住者の増加

Ｂ
特に、出生率が高い傾向にあ
る中山間地域の若者の増加

希望をかなえる
「結婚」「妊娠・出産」「子育て」

（再掲）人口減少の負のスパイラルの克服に向けた
高知県の取り組み

D

7〜8ページのような⼀定の成果がでてきていますが、依然として、正社員の有効
求⼈倍率の低さ（過去最⾼とはいえ0.6倍（H28.1⽉））や地域間・職種間
の求⼈の格差といった課題があることに加え、⼈⼝⾯では⽬標に⽐して次のような
厳しい現状にあります。

① 負のスパイラルとの戦いはまだまだ続く！

産業振興計画の戦略の⽅向性

⼈⼝の社会増 H31:社会増減ゼロ

現状１ ⼈⼝の社会減（Ｈ22を除くH21〜27の平均） 約2,000⼈

▲ 3,491

▲ 4,542 ▲ 4,321

▲ 2,178

▲ 782

▲ 1,439
▲ 1,939 ▲ 1,780

▲ 2,179 ▲ 2,278

▲ 5,000

▲ 4,000

▲ 3,000

▲ 2,000

▲ 1,000

0

⾼知県産業振興計画 スタート !!
H18    H19      H20     H21     H22      H23      H24      H25     H26     H27

⼈⼝の⾃然減の緩和 Ｈ31:1.61 H62:2.27
（出⽣率の向上） （2019年） （2050年）

現状３ 合計特殊出⽣率が依然低迷
S60     H2             H7 H12         H17         H22 H23          H24          H25         H26 

現状２ ⼈⼝の⾃然減が進む

2.03 1.91
1.64 1.81

1.54 1.51 1.45 1.32 1.42 1.39 1.43 1.47 1.45 1.50 

1
1974 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2011 2012 2013 2014 2015

⽬標①

⽬標②

《第３期産業振興計画》

拡⼤してきた「地産外商」を
さらにより確実に「拡⼤再⽣産」につなげる

《中⼭間対策》

地域地域を⼤切にする

S49 Ｓ50 Ｓ55 Ｓ60       H2        H7 H12       H17      H22 H23      H24      H25      H26 Ｈ27      

将来像の
実現のための

ポイント

⾯積
⼈⼝
⾯積
⼈⼝

・全34市町村が中⼭間地域を有する（27市町村は全域）
・県⾯積の約93%
・県⼈⼝の約41％

出⽣率出⽣率 ・四万⼗町1.68、⼟佐町1.61、芸⻄村1.56 （⾼知市1.35）

農業産出額農業産出額 ・中⼭間地域が約８割を占める（全国は約４割）

⾃然、歴史や⽂化⾃然、歴史や⽂化 ・全国に誇れる豊かな⾃然、歴史や⽂化の宝庫

農業や林業といった第⼀次産業はもとより、観光の⾯でも貴重な資源を有するなど、
中⼭間地域にこそ⾼知県の強みがあります。
中⼭間地域の振興なくして県勢浮揚はなし得ないものと考えています。

② 県勢浮揚には中山間地域の振興が不可欠!

［戦略の⽅向性①］
「地産外商」を⼀層強化し、さらに「拡⼤再⽣産」の

好循環につなげることを⽬指す。
これにより、多様な職（第⼀次産業〜第三次産

業）を創出し、若者の流出防⽌を図る。

ⅡⅠ

第３期産業振興計画Ⅰ

中⼭間対策Ⅱ

［戦略の⽅向性②］
三層構造の政策群により、

中⼭間地域の持続的発展を⽬指す。
これにより、中⼭間地域における若者の増加、出

⽣率の向上、本来の強みの伸張を図る。

展開
イメージ

集落活動センターを核とした
集落の維持・再⽣の仕組みづくり（⽬標130箇所）

地域資源を⽣かした
地域アクションプラン（234事業）

第⼀次産業を中⼼とした
産業成⻑戦略（276施策）

産
業
振
興
計
画
に
よ
り
推
進

全国が景気回復状況下でも社会減の幅は過去の同様局面の1/2程度に改善

縮
小

全国の景気回復に連動し
社会減も増加

展開
イメージ

第⼀層から第三層までの取り組み
により、あまねく県内をカバー

各層の取り組みを連携さ
せ、ステップアップ

成長戦略や地域からの発案を
地域で具体化する取り組み

産業分野毎に基幹となる産業を育成

集落機能を支える仕組みづくり

第
一
層

第
三
層

第
二
層

⽬指す将来像 地産外商が進み、地域地域で若者が誇りと志を持って働ける⾼知県

S35:537,327⼈
⇒ H22:311,790⼈ 約42％減

人口減少
の現状

農業クラスター
（イメージ）

⽬指す将来像の実現に向けた戦略の⽅向性

強化ポイント③
質的な拡⼤再⽣産

起業や
新事業展開の

促進

強化ポイント②
量的な拡⼤再⽣産

地域産業
クラスターの

形成

強化ポイント①
時間軸的な拡⼤再⽣産

担い⼿の
育成・確保

次の3つのポイントで施策を抜本強化することにより、
「拡⼤再⽣産」への流れをより⼤きなものにしていく

Ｈ２８.４.１現在、
２２市町村３０カ所で開設

◆集落活動センターの開設状況

持続可能な
中山間地域の実現※集落活動センターの詳細はp.72へ

※詳細はp.17〜22へ
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①地域産業クラスターの形成
○第一次産業を核とした産業クラスターの形成
○歴史を中心とした観光クラスターの形成
○コンテンツ関連企業や事務系職場の集積拡大

②さらなる設備投資による事業拡大
○全庁一丸となった総合支援体制による企業立地の推進

（具体的な
内容はｐ.●へ）

主
な
施
策

主
な
施
策

主
な
施
策

◆ものづくりを強化する

◆官⺠協働で「外商」を強化する

①第一次産業の強みを生かした食品加工の一層の展開
○各産業分野の事業者が参画するプラットフォームの設置
○商品づくりや生産管理高度化支援による市場ニーズへの対応

②機械系ものづくりや防災関連産業のものづくり力、商品力の強化
○ものづくり地産地消・外商センターによる一貫サポート、事業戦略の

策定・磨き上げ支援
○ものづくりの地産地消のさらなる推進

③紙産業の振興の飛躍的な推進
○新素材等を用いた製品や技術の開発

④地域アクションプランの推進

①「地産外商」のさらなる推進
○地産外商公社を中心とした食品分野の外商拡大
○ものづくり地産地消・外商センターによる外商促進

（東京営業本部の設置）
○［農業］規模に応じた販路開拓、加工専用素材ニーズへの対応

[林業]県外流通拠点を活用した取引拡大
［水産業］「高知家の魚応援の店」等を活用した取引拡大

②海外の販路開拓に挑戦
○主力のユズ、土佐酒に加え、土佐材、養殖魚、農産物、

防災関連製品等の輸出に挑戦

基本⽅向３
「地産」「外商」の成果を
「拡⼤再⽣産」につなげる

第３期産業振興計画の全体像

主
な
施
策

◆県外・海外からの観光客を増やす

①効果的なセールス＆プロモーションの展開
○国内外のマスメディアを活用したプロモーション
〇観光サポートアプリを活用した地域の観光情報の提供
○スポーツツーリズムの推進
○コンベンション等の誘致強化

②国際観光の推進
○外国人観光客の受入環境の整備
○「よさこい」の海外向けプロモーションの展開

[農 業]○「次世代型こうち新施設園芸システム」の普及推進
○農地の確保（園芸団地の整備促進等）
○中山間農業複合経営拠点の整備

[林 業] ○生産性の向上による原木の増産

○加工体制の強化（ＣＬＴパネル工場、集成材工場）
○木材需要の拡大（ＣＬＴの普及、低層非住宅建築物の木造化の推進）

○小規模林業の推進

[水産業]○沿岸漁業生産体制の効率化
○養殖魚の人工種苗の量産体制の確立

◆第⼀次産業を強化する

主
な
施
策

﹁
地
産
外
商
が
進
み
、
地
域
地
域
で
若
者
が
誇
り
と
志
を
持
っ
て
働
け
る
⾼
知
県
﹂
の
実
現

基本⽅向１
⾼知の強みを⽣かして付加価値を最⼤限
向上させ、「地産」をさらに強化する

基本⽅向２
「地産」で⽣み出された様々なモノを⽣
かして「外商」をさらに拡⼤する

● 零細な企業が多く、独⾃での外商が困難な場合も。
● 観光地としての認知度がまだまだ低い。

課
題

①志ある産業人材の育成
○土佐まるごとビジネスアカデミー（土佐ＭＢ

Ａ）の実施
・コンテンツ分野、起業分野の充実

○土佐の観光創生塾による観光人材の育成

②年齢・段階に応じた産業の基礎人材づくり

主
な
施
策

基本⽅向４
産業⼈材を育成する

①情報発信

②高知への移住に関心

③主体的な行動

④移住を決めてもらう

⑤定住

基本⽅向5
移住促進により、活⼒を⾼める

①産学官民連携センターにおける起業支援
○産学官民が連携したイノベーションの創出

○土佐MBAへの「起業関連講座」の新設
○アイデアソン、連続講座等の実施
○ビジネスプランコンテストの実施
○サポートチームによるビジネスプランの磨き上げ支援

②支援策の抜本強化
○新たな総合相談窓口の設置
○事務系職場の立地促進

主
な
施
策

● 各分野の産出額等が上昇傾向に転じてきたが、
⼒強さに⽋ける分野がある。

課
題

● 若者が地域に残ることができるような多様な仕事を
地域地域に⽣み出す状況には⾄っていない。

課
題

● 学びの機会が地⽅では少ない。課
題

● ⼈⼝減少、若者の流出により、地域経済の活⼒が低下。

主
な
施
策

①歴史と食を一体的に連動させた戦略的な観光地づくり
○「志国高知 幕末維新博」の開催を通じた歴史資源のリアル化と観光ク

ラスター形成
○地域博覧会の開催を通じた広域観光推進体制の確立

②国際観光の推進
○外国人向け旅行商品づくりの抜本強化

◆観光商品づくりを強化する

◆地域産業クラスターを形成する

①産業の担い手確保対策
○事業承継・人材確保センターによる中核人材の確保や

円滑な事業承継のサポート
○新卒大学生等の県内就職の促進
○農業担い手育成センター、林業学校による人材育成・確保
○産地提案型を核とした園芸産地の担い手確保対策
○漁業の担い手の育成支援

主
な
施
策

◆担い⼿を育成・確保する

◆起業や新事業展開を促進する

地産・外商 ＋ 拡⼤再⽣産

主
な
施
策

課
題

◆７つの地域ごとに、それぞれの地域で進める具体
的な取り組み

◆プランは、「地域からの発案で提案されるもの」と
「産業成長戦略を地域で具体化する取り組みとし
て提案されるもの」の２種類

◆５つの産業分野及びこれらを結ぶ連携テーマで構成
◆これからの対策をいつ、どのような形で実施するのか

明確化

農

業

林

業

水
産
業

商
工
業

観

光

産業成長戦略
（具体的な内容はp.25～p.58へ）

地域アクションプラン
（具体的な内容はp.59～p.68へ）

◆本県の強みや弱みを整理（ＳＷＯＴ分析）
◆強みを生かしきる観点から改革の基本方向を明記総論

①地産地消・地産外商の推進
②移住促進
③担い⼿の育成・確保
④地域産業クラスターの形成
⑤起業・新事業展開の促進 など

分野を
超えた
連携 安芸

物部川

高知市

嶺北仁淀川

高幡

幡多

全体を下⽀え・活性化

課
題

⽬指す
将来像

○高知家プロモーションと連動した移住ＰＲ
○移住関心層へのアプローチの拡大

○移住ポータルサイトによる情報発信
○高知県のQOL（生活の質）の見える化と発信

○「移住・交流コンシェルジュ」によるきめ細かな相談対応
○各機関と連携した人財誘致策の展開
○移住に繋がる多様なツアーの実施、高知版CCRCの展開

○全県的な移住支援ネットワークの構築
○移住者向け住宅等の確保

○市町村や地域による移住者交流会の開催

全体を下⽀え
・活性化

○アウトドア拠点の整備
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若者が住んで稼げる元気な漁
村

⽔産業分野

漁業生産額
※サンゴ除く

水産加工
出荷額

■４年後に⼈⼝の社会増減(転⼊数と
転出数の差による増減)をゼロにする

計画全体を貫く⽬標 ①

※Ｈ21〜Ｈ27の社会増減（H22を除く平均）
▲1,966⼈

地産外商が進み、地域地域で若者が誇りと志を持って働ける⾼知県

460億円
以上

476億円
以上

490億円
以上

200億円
以上

203億円
以上

220億円
以上

産業振興計画の取り組みを検証するための数値⽬標

地域で暮らし稼げる農業 ⼭で若者が働く、
全国有数の国産材産地

農業分野 林業分野

農業生産量

※野菜主要11品目
原木生産量

木材・木製品
製造業出荷額等

■４年間で4,000⼈の雇⽤（定量的に把握
できるもの）を創出する

定量的に把握できないものの観光振興や
地産外商の拡⼤による雇⽤創出が⾒込まれる
※第1期・第２期計画期間における

雇⽤創出5,491⼈（定量的に把握できるもの）

計画全体を貫く⽬標 ②

78万㎥
以上

81万㎥
以上

90万㎥
以上

220億円
以上

232億円
以上

256億円
以上

11.6万ｔ
以上

12.2万ｔ
以上

13.3万ｔ
以上

9.5万ｔ
(H26)

59.2万㎥
(H27)

204億円
(H26)

445億円
(H26)

175億円
(H26)

移住者と⼀緒に
創る元気な地域

移住促進

518組
(H27)

県外からの
年間移住者

1,000組
以上

拡⼤再⽣産による
雇⽤拡⼤と、地域
の賑わいによる活
気ある商⼯業

世界に通⽤する「本物と出会
える⾼知観光」の実現

地産地消・地産外商
戦略（⾷品分野）観光分野商⼯業分野

1,000億円
以上

1,035億円
以上

1,085億円
以上

・素材を⽣かした加⼯
⽴県
・県産品が全国ブラン
ドに

食料品製造業
出荷額等

6,000億円
以上

6,400億円
以上

7,000億円
以上

製造品出荷額等

435万人
以上

450万人
以上

470万人
以上

県外観光客
入込数 観光総消費額

1,230億円
以上

1,300億円
以上

1,410億円
以上

5,260億円
(H26)

408万人
(H27)

1,089億円
(H27)

892億円
(H26)

若者が志を持って打ち込める
魅⼒ある仕事をつくる

若者の県外流出を防⽌する、
県外からの流⼊を促進する

⽬指す将来像の実現！

⽬指す将来像

10年後
(H37)

農業産出額等

1,060億円
以上

1,090億円
以上

1,150億円
以上

965億円
(H26)

6年後
(H33)

4年後
(H31)

現状

分野の
目指す姿

目標
項目

学びの段階から事業化までの多様なサポートにより、
実践者のチャレンジを応援する◎全国⼀学びの機会が多い県を⽬指す ◎全国⼀サポート体制が整った県を⽬指す

■産業振興計画の取り組みによる４年後
の移輸出額の増加効果をプラス700億円
にする
※H22年 移輸出額 6,690億円

県際収⽀（移輸出額－移輸⼊額） △6,628億円

計画全体を貫く⽬標 ③

県際間の収⽀を改善する

６年後、10年後： ６年間：雇⽤創出 6,000⼈
10年間：雇⽤創出10,000⼈

※いずれもH28からの累計

６年後：プラス1,000億円
10年後：プラス1,600億円
※いずれも産業連関表を⽤いた推計値

⽬標年次の意味

◆4年後⽬標
‖

第３期計画の終期に
おける達成⽬標

◆6年後⽬標
‖

第２期計画で設定した
10年⽬標の検証

◆10年後⽬標
‖

第３期計画における
中⻑期的な視点の⽬標
（かくありたい数字）

総合戦略に掲げた⽬標（2040年に年間
1,000⼈の社会増）の達成に向けて、

NEW！

－
40.4万㎥

(H22)
150億円

(H22)
－

160億円
(H21)

120組
(H23)

4,681億円
(H22)

388万人
(H23)

953億円
(H23)

861億円
(H22)

930億円
(H22)

2期計画
発射台

分
野
を
代
表
す
る
目
標

NEW！

社会増減のプラスを定着させる

3期計画の取
組による成果
を踏まえて

設定

第２期計画スタートから3年間で約508億円の増加（試算値）
第３期計画ではさらに上乗せを⽬指す

地産外商をさらに強化し、その流れをより力強く「拡大再生産」の好循環へ！

県

県⺠所得について
は、結果の公表が２
年遅れであること、
外部要因の影響を⼤
きく受けることか
ら、⽬標として掲げ
ませんが、計画の推
進によって着実な伸
びを⽬指します。

県⺠所得の向上

戦 略

・農業分野の「農業生産量」の目標は、野菜（主要11品目）のほか、果樹（主要2品目）、花き（主要3品目）、畜産（あかうし飼養頭数）を設定しています
・水産業分野の目標は、第２期計画では「沿岸漁業生産額」でしたが、第３期計画では「漁業生産額（サンゴ除く）」に変更しています
・地産地消・地産外商戦略（食品分野）の目標である「食料品製造業出荷額等」は「食料品製造業」と「飲料・たばこ・飼料製造業」の出荷額の合算としています

＋

計画の実効性をさらに

高めるため、PDCAサイ

クルにより、数値目標の

到達状況を定期的に点

検・検証しています。

注）
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（１）高知県中山間総合対策本部の概要

危

機

管

理

部

健

康

政

策

部

・中山間地域の実態把握や調査研究
・中山間地域対策に関連する重要事項の検討及び推進

役 割

地

域

福

祉

部

文

化

生

活

部

産
業
振
興
推
進
部

商

工

労

働

部

観

光

振

興

部

農

業

振

興

部

林
業
振
興
・
環
境
部

水

産

振

興

部

土

木

部

教

育

委

員

会

○重点テーマに対応する庁内推進会議等を設置するなど、庁内関係課や産業
振興推進地域本部、市町村、地域等と一体となった取り組みを推進

＜重点テーマ＞ ■集落活動センターの推進 ■鳥獣被害対策 ■移動手段の確保対策

■高齢者等が生活用品等を容易に確保できる仕組みづくり
■中山間地域の未来を担う人材の育成・確保 ■小さなビジネス・拠点ビジネスの推進

推進チーム等

本 部 会

「中山間地域でだれもが一定の収入を得ながら、安心して暮らし続けることができる仕組みづくり」の推進

【生活を守る】 【産業をつくる】

取り組み状況の報告

◇構成
○本部長

・知事

○副本部長
・副知事

○本部次長

・理事（中山間対策・
運輸担当）

・地域福祉部長
・産業振興推進部長

○本部員
・中山間地域の総合
政策に関連する部局
の副部長・次長

・地域産業振興監

◇会議開催
・年４回程度を予定

本部スキーム

取り組み方針

目指す方向

重点テーマを設定し、取り組みを推進

産業振興計画や日本

一の健康長寿県構想、

南海トラフ地震対策を

はじめとする県の基本

政策と連携した取り組

みを展開

総

務

部

産業をつくる
生活を守る
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（２）地域支援企画員制度について

地域支援企画員制度は、平成１５年度からスタート！

福祉や農業といった分野ごとに設置された県の出先機関に属さない職員が、市町村役場な
ど、実際に地域に駐在し、それぞれの職員の視点で自主的に活動を行う制度。

・住民が主体となって取り組む地域づくり活動へのアドバイス
・先進事例の紹介、支援制度の情報提供や地域の取組等の対外的な情報発信
・地域におけるコーディネート（人と人をつなぐ）活動の展開

・グリーンツーリズムの体験メニューづくりや運営の仕組
みづくりなどの取り組みへの応援

・地域資源を活かした商品開発、販売、地産地消などへ
の応援
・住民グループの活動などのまちづくりへの応援
・商店街の振興など、街の活性化

・自主防災の組織化、防災マップづくり、勉強会等の活
動の応援

・集落で住民が楽しく集える場づくり
・高齢者、子育て支援など、地域で、助け合い、支え合

う活動への応援

（平成１７年度～）
再強化・・・５０名→６０名体制

市町村と連携しながら、実際に地域に入り、住民の皆様と同じ目線で考え、地域と

ともに活動することを基本にして、それぞれの地域の実情やニーズに応じた支援を行
うことによって、地域の自立や活性化を目指す。

ね
ら
い

役

割

地域の元気づくりへの支援 地域の支え合いの仕組みづくりへの支援（具体的な活動）

（平成１５年度）
スタート・・・７名（地域の元気応援団長）

（平成１６年度）
体制強化・・７名→５０名体制

（官民協働による地域づくり）
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地域の振興、活性化に向けた支援 県と地域をつなぐパイプ役 (県政策の推進役）

■地域における活動の芽を育む
地域の抱える課題を解決したり、住民の「思い」や「願い」を
具体化し、実現していくために、地域住民とともに行動する。

■地域の活性化に向けた支援
地域づくり活動の自立に向けた地域の仕組みづくりを行う
ともに、地域づくりの核となる人材（リーダー）を育てる。

地域の振興や活性化に向け、住民力を活かした地域主体の多様な取り組み
を支援する。（住民とともに地域づくりに取り組む）

「人」や「情報」等により、地域（市町村、地域住民、団体等）と県をつなぐ、地
域全体のコーディネート役としての役割を果たす。

■地域情報の汲み上げ
県民の声や思い、各地の情報等を適宜、把握し、それを

県の政策や施策に着実に反映させる。

■県政の効果的な推進

県の政策、施策等を地域に伝え、それをスピード感を
持って、実行し、推進する。

活動方針

地域支援企画員の基本的な活動

役
割

地域に根差し、住民
とともに進める

組織的かつ戦略的に
進める

地域のニーズや思いを汲みながら、地域の振興や活性化に向けた取り組みを支援するとともに、県の情
報を伝えたり、県民の声を県政に反映させるために、地域において活動を行う。

Ｈ２８ 地 域 支 援 企 画 員 の 役 割

◇地域アクションプランの推進 ◇集落活動センターの立ち上げ・運営等の取り組みへの支援
◇移住促進の取り組み ◇小さなビジネス・拠点ビジネスの発掘と育成
◇地域の人づくり 等

重点的な取組み
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原則としてすべての市町村に配置
（ただしこれまでの取り組み、地域の状況、特殊性などを考慮して決定）

安芸
ブロック

物部川
ブロック

嶺北
ブロック

高知市
ブロック

仁淀川
ブロック

高幡
ブロック

幡多
ブロック

地域支援企画員の配置方針（平成２８年度）

基本的な考え方

配置の目安

３市町村以上の合併市町村・・・当面２名
２市町村の合併市町村・・・１名
（ただし人口規模や面積、広域連携の必要性を考慮して決定）

人口規模、地理的要件、広域連携、県の重点施策などによる
必要性等を総合的に判断して２名配置

特例措置

県内７ブロックに地域本部を置き、各地域に
以下①～③ 計６４名が駐在
①地域産業振興監（副部長級）７名

（産業振興計画地域アクションプラン等の総括）
②地域支援企画員総括（課長補佐級）１７名

（地域支援の総括、集落支援の総括）
③地域支援企画員 ４０名

（地域本部及び各市町村に駐在）
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（３）集落活動センターの取り組み
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（H27.2月補正予算（案）額 ２６７,４７９千円（全額H28へ繰越））

【補助内容】
①集落活動センターの取り組みに必要な経費（ハード・ソフト）への支援
②センターの設置や運営に係る活動従事者の人件費を含む活動経費への支援
③集落活動センターが取り組む経済活動の新たな展開や事業の拡大に必要な経費（ハード・ソフト）を支援

【補助事業者】 市町村 【補助率】 ①、②市町村事業費の１／２以内
③市町村事業費の１／２以内 （事業実施主体の義務的負担を要する）

【事業実施主体】 ①市町村及び集落組織、地域団体、ＮＰＯ等 ②市町村
③集落活動センター運営組織及びその構成員

【補助上限額】 ① ３０,０００千円/１箇所（３年間） ② １,２５０千円/１人 ③５，０００千円/１箇所（年度）
【補助期間】 ①、③最長３年間 ②最長４年間（準備期間1年＋活動期間３年）

●集落活動センターの立ち上げや運営等について、総合的に助言を行う県のアドバイザー等を地域に派遣
(集落活動センター推進アドバイザー：中山間対策にかかる専門家等６名を委嘱）

●予定地区の住民や市町村職員等を対象にした研修会や交流会等の開催

●集落活動センター支援チームによる支援 【市町村別支援チームを編成し、全庁を挙げた支援を展開】
・センター実施地区の活動の充実、強化や、準備地区の円滑な立ち上げに向けた支援

●集落活動センターの普及、拡大に向けた総合的な情報の提供
→連絡協議会の立ち上げ、推進フォーラムの開催、集落活動センターのポータルサイトの運用

「集落活動センター支援ハンドブック」及びパンフレットの作成・配付

集落活動センターの取り組みの支援策

（H28当初予算額 １，７２９千円）
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西 峯
（人口２１２人、世帯数１４４世帯、高齢化率７５．９％）

１．経過

公民館の移転をきっかけに、住民が気軽に集える場の建設を
役場に要望。住民が役場等とともに、施設の利用方法や地域の
特長を生かした収益活動などについて話し合いを重ね、平成２
７年３月に集落活動センターを開所しました。

２．概要

拠点施設では、健康体操や共同集荷などに取り組んでおり、
事務局として活動している集落支援員も駐在しています。集落
支援員を中心に、音楽祭を開催する他、杉苗のコンテナ栽培に
取り組み、木材の地産地消・地域内循環の仕組みづくりに取り
組んでいます。

３．地域の声

平成２７年度から試験的に始めた杉苗の生産は、２８年は２
千本、２９年には２万本の出荷を目指しています。

各地の集落活動センターの事例紹介

試験栽培中の杉苗の⽣産ハウス

な か や ま
（人口５５０人、世帯数２７２世帯、高齢化率４８．９％）

１．経過

住民から休校となった中山小中学校の活用を求める声が出さ
れたのをきっかけに、町と県から集落活動センターの取り組み
を提案。事業の実施を決定し、平成２５年４月に集落活動セン
ターを開所しました。

２．概要

集落支援員や地域おこし協力隊が事務局を担当し、高齢者の
買い物支援や特産品の自然薯（山芋）の栽培や販売、自然薯を
使った加工品の開発などに取り組んでいます。

３．地域の声

平成２８年度からは自然薯（山芋）の生産を拡大し、販売拡
大により地域内での働く場を増やしたい。そうすることで、地
域でお金が回る仕組みをつくろうと考えています。

⼤学⽣も加わり、⾃然薯
（⼭芋）の栽培をしています

み や の 里
（人口２８２人、世帯数１３２世帯、高齢化率５１．１％）

１．経過

ＪＡ支所の閉鎖をきっかけに、住民が出資した株式会社がガ
ソリンスタンドや日用品販売店舗を経営してきましたが、地域
全体で人口減少や高齢化といった課題に立ち向かうため、地域
内の住民や団体で構成する組織を設立し、平成２５年５月に集
落活動センターを開所しました。

２．概要

ワークショップで出された意見を６Ｗ２Ｈで分類・整理し、
できそうな内容からスケジュールを作成し実行。放棄竹林の整
備や月２回の食堂（大宮ランチ）の運営、旧保育園を改修し、
平成２８年からは葬儀も行うように
なります。

３．地域の声

危機感を住民が共有し、その上でアイデアを出し合い、協力

し合いながら取り組むことが大切です。

だんだんの里
（人口６２５人、世帯数２８１世帯、高齢化率３８．６％）

１．経過

平成１５年にボランティアグループによる棚田の再生活動が
始まり、棚田でのイベントを実施してきました。町外からのイ
ベント参加者向けの飲食提供を検討している中、高知県知事と
の座談会で集落活動センターの仕組みを知り、平成２４年１２
月に集落活動センターを開所しました。

２．概要

「だんだんつうしん」の発行や農家レストランの運営、社会
福祉協議会から受託した配食などに取り組んでいます。

３．地域の声

子どもたちが、休日に友達と「だんだんの里」に行くのを楽
しみにしてくれています。

地域内外の交流拠点にも
なっています

は つ せ
（人口１３４人、世帯数７０世帯、高齢化率５３．０％）

１．経過

韓国との交流をきっかけに始めたキムチづくりや高齢者等へ
の配食などの取り組みに加え、新たな交流施設の運営を行うた
め、地域内の組織で推進委員会を立ち上げ、平成２５年１月に
集落活動センター「はつせ」を開所しました。

２．概要

平成２７年３月からは韓国風サウナ（チムジルバン）と韓国
風レストランをオープンし、経営しています。オープン以来集
落人口の２６倍、約３，５００名のお客様が訪れています。

３．地域の声

「知る人ぞ知る癒しの隠れ家」をコンセプトに運営していま
す。多くの皆さんにお越しいただき、初瀬区・梼原町の良さを
知っていただきたいです。

チムジルバンの外観と
内部の様⼦

や ま び こ
（人口１，６６９人、世帯数７７３世帯、高齢化率４３．

４％）

１．経過

村唯一の生鮮食品販売店の閉店をきっかけに、安心して暮ら
すことへの危機感が高まり、村内の住民団体や関係機関で構成
する集落活動センター推進協議会を立ち上げ、協議を重ね、平
成２６年３月に集落活動センターを開所しました。

２．概要

買い物拠点「みはらのじまんや」の利用促進、ユズなどの特
産品を使った加工品の試作、高齢者や若者の働く場として、ハ
ウスでシシトウ栽培を開始するなど、住民のアイデアを生かし
た様々な取り組みが始まっています。

３．地域の声

何から始めるか、話し合いを積み重ねたことが、現在の取り
組みにつながっています。

新たにハウスでシシトウを
栽培するよう準備中

汗 見 川
（人口１７９人、世帯数９２世帯、高齢化率５９．２％）

１．経過

地域を流れる汗見川を守る活動を４０年以上続ける中、平成
２０年度には宿泊交流施設に改修された旧沢ケ内小学校「汗見
川ふれあいの郷 清流館」の運営を開始。これまでの活動を拡充
し、担い手を育成すること等を目指し、平成２４年６月に集落
活動センターを開所しました。

２．概要

ソバ打ちやピザ焼き体験、地域食材を利用したランチバイキ
ングや川遊びイベントの開催、特産品のシソを原料にした加工
品を地元企業と共同開発しています。

３．地域の声

「やれる人が、やれる時に、やれることをする」を合言葉
に、仲良く、楽しく活動しています。

年間約1,000⼈が利⽤している
「汗⾒川ふれあいの郷 清流館」

奥四万十の郷（さと）
（人口３６７人、世帯数１６５世帯、高齢化率４６．３％）

１．経過

廃校となった小学校に代わる地域のランドマーク建設を要望
する集会所建設委員会が発足。料理が得意な女性達も話し合い
に加わり、特産品づくりや農地保全活動等を盛り込んだ郷地区
活性化プランを策定し、平成２７年６月に集落活動センターを
開所しました。

２．概要

地域内の若者も参加できる婚活イベント「郷で郷コン」の開
催や清掃活動、また平成２８年度に高幡地域で開催される奥四
万十博に訪れる観光客などを見据えて、地域の食材を用いた農
家レストランの運営を行います。

３．地域の声

拠点となる施設が平成２８年３月に完成しました。今後は高
齢者の集いや地域食材を使った食堂などの運営などを始めま
す。

地域の⾷材の調理⽅法を
学んでメニューづくり

林業版
ロールモデル

農業版
ロールモデル

※ロールモデルとは、集落活動センターの仕組みを継続するために経済事業等を実施し、今後、集落活動センターに取り組もうとする地域のお手本になる取り組みです。

コンテナによる
杉苗の生産と販売

地元産自然薯の
生 産 拡 大

韓国風サウナと
レストラン経営

奥四万十博を
見据えた

農家レストランの運営

体験イベント充実
の
宿泊交流施設

農業公社と連携し
た、
シシトウの生産

農家レストラン
「だんだんの里」の運
営

日用品販売店舗な
ど、住民生活を地域
で支援

⽀え合いのしくみ
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ビジネスの基礎から応⽤・実践⼒まで、受講者のニーズやレベルに応じて体系的に⾝につけられる研修プログラムを県内の
産学官が連携して構築し、「⼟佐まるごとビジネスアカデミー（通称 ⼟佐ＭＢＡ）」として実施（H24年度〜）

①社会⼈⼤学院の経営学修⼠（MBA）コースを参考に
カリキュラムを構成

②社会⼈が学びやすい柔軟なカリキュラム
③教育やビジネスの第⼀線で活躍する講師陣
④充実したフォローアップ体制
（⼟佐MBA相談員の配置）

H24：のべ1,672⼈、 H25：のべ1,648⼈、H26:のべ1,921⼈

（⼟佐MBA）

⼟佐MBAの特徴

⼟佐MBAの受講実績（各年度）

（受講者による主な事業展開）
・マーケットインの視点による商品の磨き上げや新商品の開発
→モンドセレクションなどの受賞（トマトソース、シャモ鍋）

・スーパーマーケットトレードショーなどの商談会参加による
新たな外商への挑戦
→販路拡⼤と売上増による事業の拡⼤(ぶり製品、ジンジャエール)

・受講者同⼠のネットワーク構築によるコラボ商品の
開発（ケチャップ、ラスク）

⼟佐MBAのカリキュラム体系（H27年度）

志ある産業⼈材を育成する「⼟佐まるごとビジネスアカデミー」の開講

分類 コース・科目 等

イントロダクション/
トップレクチャー

県内外で活躍する企業経営者等による講義

ガイダンス・入門編
（各２時間）

※②～⑪は平日昼と
夜間休日の２回開講

①女性のための起業入門 ②ビジネスに図書館を活かす
③広報戦略入門 ④経営戦略入門 ⑤マーケティング入門
⑥商品開発入門 ⑦経営者のための会計入門
⑧初めての海外取引入門 ⑨MOT（技術経営）入門
⑩クラウドファンディング入門 ⑪プレゼンテーション入門

基礎編
（１コマ90分）

※①～④は平日昼と
夜間休日の２回開講

①経営・マーケティング戦略
（各５コマ）

経営戦略

マーケティング戦略

商品・デザイン戦略

②マネジメント
（各５コマ）

事業管理

人材・組織管理

リスク管理

③財務戦略
（各５コマ）

会計実務のイントロダクション

会計実務と管理会計

財務戦略

④プレゼンテーション（３コマ）
⑤貿易実務（３コマ）
⑥女性創業塾（３時間×４回）

応用編
（１コマ２時間）

①マーケティング戦略（５コマ）
②財務戦略（５コマ）

実践編

①土佐経営塾（２時間×12回）
②目指せ！弥太郎 商人[新商品開発クラス]（３日×６回）
③目指せ！弥太郎 商人[農商工連携ビジネス]（３日×６回）
④農業創造セミナー（入門コース・２回、実践コース・５回）
⑤創業塾（６時間×４回）

アドバンスコース 地域リーダーとして事業を推進する力を身に付ける講義（全10回）

専門知識・技術
土佐フードビジネスクリエーター人材創出（土佐ＦＢＣ）
生産管理高度化講座/研修（随時） 21



⼊⾨編

交流会 拡充！

実践編
（農業創造セミナー）

実践編
（⼟佐経営塾）

広報、募集期間

トップレクチャー

基礎編

実践編
（商⼈塾）

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３項⽬ ３２１

専⾨技術・知識

ガイダンスを前倒しし、新たに「イントロダ
クションセミナー」を合わせて実施
→新規受講者の掘り起し

応⽤編 NEW！

平成27年度 土佐ＭＢＡ 全体スケジュール案

パンフ、新聞等

講演
（県内外で活躍する経営者）

内容

連続講座
（全国的に活躍する
フードプロデューサー等）

連続講座
（慶応ﾋﾞｼﾞﾈｽｽｸｰﾙ）

連続講座
（外部講師として各界の
第⼀線で活躍する⼈材を招聘）

連続講座

ワークショップ等

講座

事前⾯談 個別相談
（⼈材育成ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）

イントロダクションセミナー
＆ガイダンス 拡充!
イントロダクションセミナー
＆ガイダンス 拡充!

連続講座
(⼈材育成コーディネーターの他、
第⼀線で活躍する⼈材を招聘）

女性のため
の起業入門

連続講座
（県内で活躍する
コンサルタント）

3月中旬広報開始

連続講座

アドバンス NEW!

女性創業塾
3回→４回に拡大

応用編 2コース×5コマ
（マーケティング戦略コー
ス、
財務戦略コース）

全12セッション開催

全10セッション開催

2ヶ月に１回程度、受講生の交流を促進するワークショップ等の開催

2コース×３日間×６回の講義と、中間報告会、成果報告会を開催

定期的な講義と個別指導、成果報告会を開催

段階に応じた
引き上げ

旧「応用・実践編」
↓

「応用編」、
「実践編」に改編

⼟佐ＦＢＣ（⾼知⼤）、⽣産管理⾼度化講座（県⽴
⼤）

２回開催予定
その他各部局実施の講演会で可能なものはトップレクチャーに位置づけ

入門編→基礎編 →応用編
とステップアップできるスケジューリング

講演等
（全国的に活躍する
⼀流⼈材を講師招聘）
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土佐MBA講義風景
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国の取り組み

⼈⼝減少問題の克服と成⻑⼒の確保を
視野に、まち・ひと・しごと創⽣総合戦略
によって地⽅創⽣を推進。

各地域で、「⼩さな拠点」のモ
デルとなる取り組みが⽣まれて
いる。
他⽅、平成27年国勢調査の⼈⼝速報集計結

果によれば、東京圏の⼈⼝は全国の４分の１以
上を占め、５年前に⽐べて５０万⼈以上増加。
⼀極集中が続いている。

国の取り組み

⼈⼝減少問題の克服と成⻑⼒の確保を
視野に、まち・ひと・しごと創⽣総合戦略
によって地⽅創⽣を推進。

各地域で、「⼩さな拠点」のモ
デルとなる取り組みが⽣まれて
いる。
他⽅、平成27年国勢調査の⼈⼝速報集計結

果によれば、東京圏の⼈⼝は全国の４分の１以
上を占め、５年前に⽐べて５０万⼈以上増加。
⼀極集中が続いている。

中⼭間の維持・創⽣に向けた「⼩さな拠点」への⽀援

背 景

量
的
拡
大

質
的
向
上

⼀次産業を中⼼とした産業成⻑戦略

集落活動センター(⾼知県版⼩さな拠点)を核と
した集落の維持・再⽣の仕組みづくり

中⼭間地域の基幹産業であ
る第⼀次産業を中⼼とした産
業の育成を図り、例えば次世
代施設園芸団地を核とした産
業クラスターを形成することなど
により、雇⽤を拡⼤

集落活動センターの取り組み
地域住⺠が主体となって、旧⼩学校区や集会所等を拠

点に、地域外の⼈材を活⽤しながら、近隣の集落との連
携を図り、⽣活、福祉、産業、防災などの活動について、
それぞれの地域の課題やニーズに応じて総合的に地域ぐる
みで取り組む仕組みづくり

〜地域の特性に応じた多様な運営主体に対して⽀援〜

次世代型ハウス

⽣産 物流
拠点

レストラ
ン・直販

所

種苗
施設

加⼯
施設

クライン
ガルテン

農業
担い⼿育
成センター

例：地域産業クラスターの形成を県が主導

地域資源を⽣かしたビジネス確⽴のため
のアクションプラン

地域の資源を⽣かし、地産
外商につなげるアクションプラン
の取り組みにより、地域地域に
継続的な雇⽤とより⼤きな経
済波及効果をもたらすことがで
きるよう、県がサポート

県内を７ブロックに分
け、産業振興推進地域
本部がワンストップ窓⼝と
なり地域を⽀援

広
域
自
治
体
の
役
割
が
重
要

まち・ひと・しごと創生総合戦略に
おける、県と市町村の連携

○⾼知県では全国に先駆けて戦略を策
定し、「⾼知県版⼩さな拠点」として「集
落活動センター」を位置づけ。各市町村
も、県と連携協調し戦略を策定。

○県内全ての市町村が、「集落活動セ
ンター」等を戦略に位置付け。

（計７１カ所）

○⾼知県版総合戦略（平成２８年
度版）では、集落活動センターの⽴ち
上げ⽬標を平成３１年度末で８０カ
所に設定。

高知県の取り組み

小さな拠点

集落活動セン
ター

集
落

集
落

今後の⽅向性

⾼知県では、県全域に１３０カ所の集落活動
センター（⾼知県版⼩さな拠点）を開設し、あま
ねく県内をネットワーク化することを⽬標としています

県域での
ネットワーク化

平成２８年４⽉１⽇現在、
２２市町村３０カ所で

集落活動センターの取り組みが始まっています

平成24年度から、集
落活動センターを核と
した集落の維持・再
⽣の取り組みを開始

産業面では、産
業振興計画の「成
長戦略」を第一
層、「地域アク
ションプラン」の
取り組みを第二
層、さらには、こ
うした取り組みが
届きにくい小規模
な集落などを対象
にした「集落活動
センター」の取り
組みを第三層とし
た、三層構造の政
策群で県内をあま
ねくカバーし、
しっかりと各層の
取り組みを連携さ
せ、ステップアッ
プしていくこと
で、中山間地域の
持続的な発展を目
指しています。

○本県のように中山間
地域等が県土の大部分
を占める広域自治体が
国の掲げる方針の下、
個々の市町村の持つ資
源や情報を有機的に組
み合わせ、スピード感
を持って施策を推進す
ることが効果的。

○「小さな拠点」の量
的拡大と質的向上を図
るためには、広域自治
体としての都道府県が
産業政策や福祉政策等
広域的な仕組みをつく
り、市町村との連携協
調により、それぞれの
施策の効果を上げるこ
とが重要。

あまねく県内をネットワーク化！

⾼知県における中⼭間地域
【出⽣率】
⾼知市：１．３５
中⼭間地域：四万⼗町 １．６８

⼟佐町 １．６１
芸⻄村 １．５６ など

【農業産出額】
産出額全体の約８割（７８．２％）を、中⼭

間地域が占める

【観光・⾷資源】
⾷や歴史・⽂化など、本県の強みの源泉は中⼭

間地域にある。

農業や林業といった第⼀次産業はもとより、観光
の⾯でも貴重な資源を有するなど、中⼭間地域に
こそ⾼知県の強みがあります。その再⽣なくして、本
県の創⽣はなし得ません。

高
知
県
産
業
振
興
計
画

取組の量的拡⼤と
質的向上の必要性

中⼭間地域を含む地⽅は、都市部への⼈
材や⽣産物の供給地となってきた。
ある地⽅における中核の都市だけ栄えれば

よいという発想ではなく、当該地⽅における中
⼭間地域がしっかりと栄えてこそ、それぞれの
地⽅が⽣き、ひいては国全体の創⽣が実現
するという発想をもって、国策の中⼼に中⼭間
対策を据えていただくことが重要

「⼩さな拠点」の取り組みについて、
さらなる量的な拡⼤と、質的な向上
を⽬指す取り組みを加速化することが
重要

取組の量的拡⼤と
質的向上の必要性

中⼭間地域を含む地⽅は、都市部への⼈
材や⽣産物の供給地となってきた。
ある地⽅における中核の都市だけ栄えれば

よいという発想ではなく、当該地⽅における中
⼭間地域がしっかりと栄えてこそ、それぞれの
地⽅が⽣き、ひいては国全体の創⽣が実現
するという発想をもって、国策の中⼼に中⼭間
対策を据えていただくことが重要

「⼩さな拠点」の取り組みについて、
さらなる量的な拡⼤と、質的な向上
を⽬指す取り組みを加速化することが
重要

全国で展開！

Point 
広域での仕組みづくりと
市町村施策との連携
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⾼知県の中⼭間対策 〜集落活動センター等（⾼知県版⼩さな拠点）の広がり〜

ブロック名 市町村名
戦略策定
年月日

集落活動
センター等の
記載の有無

安芸

室戸市 H27.10.23 ○

安芸市 H27.10.27 ○

東洋町 H28.3.30 ○

奈半利町 H28.3.25 ○

田野町 H28.3.15 ○

安田町 H28.1.28 ○

北川村 H27.12.10 ○

馬路村 H28.3.28 ○

芸西村 H27.10.20 ○

物部川

南国市 H27.9.28 ○

香南市 H28.2.16 ○

香美市 H27.9.28 ○

高知市 高知市 H27.10.19 ○

嶺北

本山町 H27.10.30 ○

大豊町 H27.10.27 ○

土佐町 H27.10.30 ○

大川村 H27.8.31 ○

仁淀川

土佐市 H27.12.15 ○

いの町 H27.10.30 ○

仁淀川町 H27.9.29 ○

佐川町 H27.10.30 ○

越知町 H27.10.30 ○

日高村 H28.3.30 ○

高幡

須崎市 H27.11.17 ○

中土佐町 H28.3.2 ○

梼原町 H27.11.17 ○

津野町 H27.12.1 ○

四万十町 H27.11.24 ○

幡多

宿毛市 H27.10.28 ○

土佐清水市 H27.10.16 ○

四万十市 H27.10.30 ○

大月町 H28.2.18 ○

三原村 H27.10.28 ○

黒潮町 H28.1.26 ○

市町村総合戦略策定状況集落活動センター開設状況
（H28年４⽉）

３０箇所が開設！
（平成２８年４⽉）

平成24年度から、中⼭間対
策を抜本強化。集落活動セ
ンターを核とした集落の維持・
再⽣の取り組みを開始

集落維持の危機

平成23年度
集落実態調査の実施

⽣活環境の悪化

産業の担い⼿不⾜と
雇⽤の場の不⾜

◆調査の背景◆
若年層の流出により、

中山間地域の人口は
減少し、高齢化が進
行。

地域が直面している
課題や集落活動の状
況、住民の思い等、地
域の実情を的確に把握
し、中山間対策に反映

※県内３４市町村全てで総合戦略を策定済み。
全ての市町村で集落活動センター等を戦略に記載。

※平成31年度末までの集落活動センターの開設⽬標は７１箇所。

平成31年度には、県と市町村の連携のもと、
７１箇所の集落活動センターが開設

ロールモデルの普及・拡⼤、新たな掘起しにより、
さらなる集落活動センターの開設を推進

最終的には１３０箇所程度の集落活動センターを
開所し、あまねく県内をカバーする
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県域でのネットワーク化

集落連携

拠
点
づ
く
り

集
落

集
落

集
落

集
落 集落活動センター

拠点

集
落

小さな拠点

三原村集落活動センターやまびこ

集落活動センター四万川

集落活動センター汗⾒川

集落活動センターいしはらの⾥

集落活動センター⻄峯

番号 地区名 市町村名 集落数 人口 開所時期 名称

1 汗見川 本山町 6 182 H24.6.17 集落活動センター汗見川

2 石原 土佐町 4 358 H24.7.1 集落活動センターいしはらの里

3 長者 仁淀川町 14 622 H24.12.1 集落活動センターだんだんの里

4 松原 梼原町 6 275 H25.1.12 集落活動センターまつばら

5 初瀬 梼原町 7 134 H25.1.12 集落活動センターはつせ

6 北郷 黒潮町 3 136 H25.3.5 集落活動センター北郷

7 中山 安田町 12 549 H25.4.1 集落活動センターなかやま

8 西川 香南市 2 397 H25.4.12 西川地区集落活動センター

9 大宮 四万十市 3 283 H25.5.26 大宮集落活動センターみやの里

10 尾川 佐川町 9 806 H25.9.19 集落活動センターたいこ岩

11 東川 安芸市 5 157 H25.9.29
東川集落活動センター

かまん東川

12 三原村 三原村 全域 1,657 H26.3.28
三原村集落活動センター

やまびこ

13 四万川 梼原町 13 562 H26.3.29 集落活動センター四万川

14 稲生 南国市 14 1,669 H26.6.15 集落活動センターチーム稲生

15 柳野 いの町 3 192 H26.11.23 集落活動センター柳野

16 佐賀北部 黒潮町 9 648 H27.1.25 集落活動センター佐賀北部

17 西峰 大豊町 7 211 H27.3.22 集落活動センター西峯

18 郷 津野町 8 370 H27.6.14
郷地区集落活動センター

奥四万十の郷

19 中津川 四万十町 1 62 H28.2.14 中津川集落活動センターこだま

20 仁井田 四万十町 20 1,625 H28.3.12 集落活動センター仁井田のりん家

21 越裏門 いの町 2 80 H28.3.13
越裏門・寺川地区

集落活動センター氷室の里

22 北七ツ渕 高知市 - 17 H28.3.13
北七ツ渕集落活動センター

たけのこの里

23 大川村 大川村 全域 408 H28.3.16 集落活動センター結いの里

24 越知面 梼原町 7 562 H28.3.20 集落活動センターおちめん

25 奈半利町 奈半利町 全域 3,377 H28.3.26 集落活動センターなはりの郷

26 芸西村 芸西村 全域 3,871 H28.3.26 集落活動センターげいせい

27 沖ノ島 宿毛市 5 175 H28.4.1 集落活動センター沖の島

28 鵜来島 宿毛市 1 42 H28.4.1 集落活動センター鵜来島

29 姫ノ井 大月町 2 453 H28.4.1 集落活動センター姫の里

30 蜷川 黒潮町 4 281 H28.4.1 集落活動センターであいの里蜷川

厳しい⽣活実態にも関わらず、住⺠の思いは・・・

地域に愛着や誇りを感じ、
今後も住み続けたい！

＜調査結果＞
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分野別研修１

①【事業計画】各センターが実施している経済的
活動の事業計画の策定や商品企画書づくり

②【施策のパス回し】県の関連施策の説明（観
光創⽣塾、６次産業化セミナー、あきんど塾
等）

対象者：集落活動センターの事業責任者、事務局
職員（⾼知ふるさと応援隊等）の他、所在市町村
の地域⽀援企画員が同時に受講し共有することで、
研修の理解を深める。

県
と
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携
し
た
人
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に
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る
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な
る
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実

若
者
・担
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手
と
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出

会
い
の
場
づ
く
り

集落活動センター連絡協議会の事業展開イメージ

情
報
発
信

分野別研修２
【時間割個別相談】

事業計画の磨き上げ（個別指導）

分野別研修３

・ワークショップによる他者視点を活⽤
・事業計画の発表

個々の集落活動センターへの
アドバイザーの派遣（３回〜５回）
・産業振興アドバイザー
・地域づくりアドバイザー
・集落⽀援アドバイザー 他

さらなる活動の充実に向けた循環

集落活動センターをフィールドとした、県内大学生インターンシップ事業
の実施等

高知暮らしフェア、ＪＯＩＮ移住フェア等における人材確保

実践研修を通じた必要人材像の明確化

座学 座学 座学

市町村と連携協調し、事業の拡充に向けて個別⽀援

・事業計画作成⽀援
・実践⽀援（テストマーケティングへの参加）
・担い⼿確保⽀援
・移住施策との連携⽀援

・サテプラの活⽤による⼟佐ＭＢＡ受講
・地域アクションプランへの位置づけ
⇒産業振興施策群の活⽤（観光創⽣塾、６次産業化セミナー、あきんど塾等への誘導、
地域観光クラスター、地域産業クラスターへの組み込み等）

・集落活動センター経済活動拡充⽀援事業、⼩さなビジネス⽀援事業の活⽤ 他

①⼀次産品の販路拡⼤に向
けたテストマーケティング

②中⼼商店街等での商品PR、
販売

③それぞれの観光交流事業や
レストラン事業等の取り組みの
実施・相互交流による学び

実践
（例）

現地支援

出会いの場

出会いの場 経済活動等の
担い手の確保

２月開催予定

○講演
志の共有

○取組事例発表

・商品開発事例
・旅行商品企画書

作成事例
・販路開拓事例

等

集落活動センター
推進フォーラム

（仮称）

・商品開発・改良（素材の発掘や商品デザイン等）
・販路開拓（営業活動、商談会等）
・経営戦略（ビジネスプラン、品質管理等）
・経営管理（組織づくり、財務管理等）

等、集落活動センターの活動内容やニーズに合わせて個別に派遣

設
立
記
念
講
演
会
「
集
落
活
動
セ
ン
タ
ー
の
挑
戦
」

市町村別
⽀援チーム

各センターの発信情報を束ねることで、発信力を強化

連絡協議会メーリングリストを活用した、
それぞれのセンターの情報の共有と
県ホームページ等での発信等

フィールドの提供

参
画

参画

情報発信

参
画
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